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（注）１  当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

４  四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回    次 
第72期 

第３四半期 
連結累計期間 

第73期 
第３四半期 

連結累計期間 
第72期 

会計期間 
自平成24年４月１日 
至平成24年12月31日 

自平成25年４月１日 
至平成25年12月31日 

自平成24年４月１日 
至平成25年３月31日 

売上高 (百万円)  218,431  255,718  294,943

経常利益 (百万円)  8,580  14,227  11,013

四半期（当期）純利益 (百万円)  4,168  6,496  2,656

四半期包括利益又は包括利益 (百万円)  6,414  24,892  15,253

純資産額 (百万円)  147,434  176,661  155,934

総資産額 (百万円)  206,966  247,524  224,956

１株当たり四半期（当期）純利益 

金額 
(円)  56.36  87.83  35.91

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額 
(円)  －  －  －

自己資本比率 (％)  60.1  59.9  58.1

営業活動によるキャッシュ・フロー (百万円)  10,697  18,483  14,432

投資活動によるキャッシュ・フロー (百万円)  △22,109  △13,647  △29,080

財務活動によるキャッシュ・フロー (百万円)  2,779  △6,419  9,056

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高 
(百万円)  17,894  28,311  23,132

回    次 
第72期 

第３四半期 
連結会計期間 

第73期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自平成24年10月１日 
至平成24年12月31日 

自平成25年10月１日 
至平成25年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額 (円)  30.97  49.72
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当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、以下のとおり第１四半期連結会計期間より、主要な関係会社の異動がありました。  

（注）特定子会社であります。  

  

２【事業の内容】

セグメントの名称 新たに連結の範囲に含めた子会社の名称 

米  州 ケーヒン・デ・メキシコ・エスエーデシーブイ（注） 
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当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。   

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(1) 業績の状況 

当第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）の売上高は、2,557億１千８百万

円と前年同期に比べ372億８千６百万円の増収となりました。二輪車・汎用製品では677億５千６百万円と前年同

期に比べ90億８百万円の増収、四輪車製品では1,879億６千１百万円と前年同期に比べ282億７千８百万円の増収

となりました。利益においては、合理化効果や為替の影響などにより、営業利益は145億８千７百万円、経常利

益は142億２千７百万円と前年同期に比べ、それぞれ60億３千５百万円、56億４千７百万円の増益となりまし

た。四半期純利益は、23億２千７百万円増益の64億９千６百万円となりました。 

  

セグメント別売上高の状況 

（日 本） 

二輪車・汎用製品は、海外子会社での現地生産・調達が進展したことにより、海外向け製品の販売が減少しま

した。四輪車製品は、空調用熱交換器領域での海外向け製品の販売増加や新機種効果があるものの、一昨年９月

に終了したエコカー補助金の影響などにより国内向け製品の販売が減少しました。しかしながら、為替の影響に

より、売上高は1,326億１千万円と前年同期に比べ76億８千万円の増収となりました。 

（米 州） 

南米での二輪車・汎用製品の販売減少はあるものの、北米での四輪車製品の販売が増加したことや為替換算上

の影響により、売上高は890億９千２百万円と前年同期に比べ238億１百万円の増収となりました。 

（アジア） 

インドネシアなどで二輪車製品の販売が回復したほか、マレーシアやインドネシアなどでの四輪車製品の販売

が増加したことに加え、為替換算上の影響により、売上高は671億４千３百万円と前年同期に比べ116億６千１百

万円の増収となりました。 

（中 国） 

二輪車・汎用製品の販売増加や、為替換算上の影響により、売上高は372億８千３百万円と前年同期に比べ86億

７千４百万円の増収となりました。 

（欧 州） 

四輪車製品の販売減少により、売上高は40億１千３百万円と前年同期に比べ８億４千４百万円の減収となりま

した。 

  

（注）セグメント別売上高は、セグメント間の内部売上高を含んでおります。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結累計期間の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、283億１千１百万円

と、前連結会計年度に比べ51億７千９百万円の増加となりました。 

当第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況と、その前年同期に対する各キャッシュ・フローの増

減状況は以下のとおりです。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間における営業活動の結果増加した資金は、たな卸資産の増加や法人税等の支払など

はあったものの、税金等調整前四半期純利益や売上債権の減少などにより、184億８千３百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・インフローは前年同期に比べ77億８千５百万円の増加となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間における投資活動の結果減少した資金は、有形及び無形固定資産の取得や投資有価

証券の取得などにより、136億４千７百万円となりました。 

投資活動によるキャッシュ・アウトフローは、前年同期に比べ84億６千１百万円の減少となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第３四半期連結累計期間における財務活動の結果減少した資金は、配当金の支払いなどにより、64億１千

９百万円となりました。 

財務活動によるキャッシュ・アウトフローは、前年同期に比べ91億９千９百万円の増加となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題については、前事業年度の有価証券報告書に記載した内容

に関し、当第３四半期連結累計期間において、重要な変更や新たに生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

当第３四半期連結累計期間の研究開発活動にかかる費用の総額は、137億１千６百万円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

  

(5) 生産、受注及び販売実績  

当第３四半期連結累計期間において、米州セグメントでは、主に四輪車製品の販売増加により、生産、受注及

び販売実績は著しく増加しました。アジアセグメントでは、二輪車製品および四輪車製品の販売増加により、生

産、受注及び販売実績は著しく増加しました。中国セグメントでは、二輪車・汎用製品の販売増加により、生

産、受注及び販売実績は著しく増加しました。 

一方、欧州セグメントでは、四輪車製品の販売減少により、生産、受注及び販売実績は著しく減少しました。

なお、各セグメントの増減には、為替影響による増加を含んでおります。 

当第３四半期連結累計期間のセグメント別の生産、受注及び販売実績は、以下のとおりであります。  

  

セグメントの名称 
生産高 

（百万円） 

前年同期 

増減率（％）

受注高 

（百万円） 

前年同期 

増減率（％）

販売高 

（百万円） 

前年同期 

増減率（％）

日   本  155,379  7.3  134,545  9.4  132,610  6.1

米   州  90,729  37.6  90,814  37.5  89,092  36.5

ア ジ ア  72,804  16.5  67,663  19.0  67,143  21.0

中   国  38,797  31.4  39,572  40.2  37,283  30.3

欧   州  4,155  △15.8  4,204  △16.0  4,013  △17.4

合   計  361,865  17.6  336,800  20.7  330,144  18.3
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  240,000,000

計  240,000,000

種類 
第３四半期会計期間末
現在発行数（株） 

（平成25年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成26年２月７日） 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式  73,985,246  73,985,246
東京証券取引所 

市場第一部 
単元株式数 100株 

計  73,985,246  73,985,246 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（千株） 

発行済株式 
総数残高 
(千株) 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 

(百万円) 

資本準備金 
残高 

（百万円） 

平成25年10月１日～ 

平成25年12月31日 
 －  73,985  － 6,932  －  7,940

(6)【大株主の状況】
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①【発行済株式】 

（注）１  「完全議決権株式（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が300株含まれております。 

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。 

２  「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が58株含まれております。 

  

②【自己株式等】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。 

(7)【議決権の状況】

  平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式       24,600 － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式   73,930,700  739,307 － 

単元未満株式 普通株式       29,946 － － 

発行済株式総数 73,985,246 － － 

総株主の議決権 －  739,307 － 

  平成25年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％)

株式会社ケーヒン 
東京都新宿区西新宿一丁目

26番２号 
 24,600  －  24,600  0.03

計 －  24,600  －  24,600  0.03

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
 (1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 18,874 21,140

受取手形及び売掛金 39,124 43,832

有価証券 8,400 8,600

商品及び製品 11,957 14,426

仕掛品 6,982 8,298

原材料及び貯蔵品 23,376 24,759

その他 15,198 12,041

流動資産合計 123,914 133,097

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 21,792 24,029

機械装置及び運搬具（純額） 32,494 42,131

工具、器具及び備品（純額） 6,555 7,549

土地 10,071 10,984

リース資産（純額） 225 205

建設仮勘定 12,212 7,656

有形固定資産合計 83,350 92,556

無形固定資産   

のれん 512 438

その他 3,334 3,723

無形固定資産合計 3,847 4,161

投資その他の資産   

投資有価証券 8,421 11,699

長期貸付金 437 326

その他 4,986 5,684

貸倒引当金 △1 △1

投資その他の資産合計 13,844 17,708

固定資産合計 101,042 114,426

資産合計 224,956 247,524
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 29,702 33,393

短期借入金 7,724 6,349

1年内返済予定の長期借入金 1,172 1,548

未払費用 10,336 8,481

未払法人税等 1,251 1,239

製品保証引当金 300 646

役員賞与引当金 54 18

その他 5,019 4,344

流動負債合計 55,560 56,021

固定負債   

長期借入金 6,347 6,838

退職給付引当金 1,275 1,317

役員退職慰労引当金 522 24

資産除去債務 163 170

その他 5,153 6,490

固定負債合計 13,461 14,841

負債合計 69,022 70,863

純資産の部   

株主資本   

資本金 6,932 6,932

資本剰余金 7,940 7,940

利益剰余金 123,027 128,393

自己株式 △35 △35

株主資本合計 137,865 143,230

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 2,963 7,465

為替換算調整勘定 △10,228 △2,325

その他の包括利益累計額合計 △7,265 5,140

少数株主持分 25,334 28,289

純資産合計 155,934 176,661

負債純資産合計 224,956 247,524
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

売上高 218,431 255,718

売上原価 193,699 220,845

売上総利益 24,732 34,872

販売費及び一般管理費 16,180 20,285

営業利益 8,551 14,587

営業外収益   

受取利息 261 234

受取配当金 86 91

その他 282 445

営業外収益合計 630 771

営業外費用   

支払利息 165 281

為替差損 246 425

固定資産廃棄損 97 131

その他 93 291

営業外費用合計 601 1,130

経常利益 8,580 14,227

特別利益   

負ののれん発生益 420 －

子会社清算益 403 －

保険金収入 1,305 －

補助金収入 8 －

特別利益合計 2,137 －

特別損失   

減損損失 54 96

災害損失 689 －

特別損失合計 743 96

税金等調整前四半期純利益 9,973 14,131

法人税等 4,169 5,119

少数株主損益調整前四半期純利益 5,803 9,012

少数株主利益 1,635 2,516

四半期純利益 4,168 6,496
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 

 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 5,803 9,012

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 22 4,502

為替換算調整勘定 588 11,377

その他の包括利益合計 610 15,880

四半期包括利益 6,414 24,892

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 4,704 18,902

少数株主に係る四半期包括利益 1,710 5,990
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 9,973 14,131

減価償却費 10,551 10,834

減損損失 54 96

のれん償却額 － 63

有形及び無形固定資産処分損益（△は益） 97 131

製品保証引当金の増減額（△は減少） △27 342

災害損失引当金の増減額（△は減少） △49 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） 50 149

前払年金費用の増減額（△は増加） △554 △636

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 60 △497

受取利息及び受取配当金 △347 △325

支払利息 165 281

売上債権の増減額（△は増加） 6,127 1,116

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,994 △1,856

仕入債務の増減額（△は減少） △5,278 △1,289

負ののれん発生益 △420 －

保険金収入 △1,305 －

子会社清算損益（△は益） △403 －

その他 △517 810

小計 14,181 23,352

利息及び配当金の受取額 265 109

利息の支払額 △137 △228

法人税等の支払額 △4,919 △4,751

保険金の受取額 1,305 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,697 18,483

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の純増減額（△は増加） △23 1,964

有形及び無形固定資産の取得による支出 △16,077 △15,500

有形及び無形固定資産の売却による収入 112 645

投資有価証券の取得による支出 △3,736 △999

長期貸付けによる支出 △467 △307

長期貸付金の回収による収入 482 462

その他 △2,398 88

投資活動によるキャッシュ・フロー △22,109 △13,647

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 6,005 △2,416

長期借入れによる収入 － 1,440

長期借入金の返済による支出 △600 △645

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △1,996 △2,144

少数株主への配当金の支払額 △608 △2,590

その他 △21 △62

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,779 △6,419

現金及び現金同等物に係る換算差額 △81 1,466

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,714 △117

現金及び現金同等物の期首残高 25,865 23,132

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 403 1,581

連結子会社の決算期変更に伴う現金及び現金同等物
の増加額

339 3,715

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  17,894 ※  28,311
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

１．連結の範囲の重要な変更 第１四半期連結会計期間より、ケーヒン・デ・メキシコ・エスエーデシーブイは重

要性が増したため、連結の範囲に含めております。  

２．連結子会社の事業年度等

に関する事項の変更 

第１四半期連結会計期間より、連結子会社のうち決算日が12月31日であった㈱ケー

ヒンサクラ、㈱ケーヒンワタリ、ケーヒンアジアバンコクカンパニー・リミテッド、

ケーヒン(タイランド)カンパニー・リミテッド及びケーヒンオートパーツ(タイラン

ド)カンパニー・リミテッドは、決算日を３月31日に変更しております。決算期変更

に伴う平成25年１月１日から平成25年３月31日までの３ヶ月間の損益は、利益剰余金

の増減として調整しており、キャッシュ・フローについては連結子会社の決算期変更

に伴う現金及び現金同等物の増加額として計上しております。  

（会計方針の変更等）

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更) 

四半期連結財務諸表提出会社及び一部の連結子会社は、有形固定資産(リース資産を除く)の減価償却方法について

は、主として定率法(但し、建物及び金型については定額法)を採用していましたが、第１四半期連結会計期間より定

額法に変更しております。 

従来、当社製品は総じて新型車の立上り時に受注が多く、年数の経過とともに受注減少となる傾向がありました

が、近年は新型車種投入以降もその販売台数が大幅に変動することがない為、当社製品の受注も一定となる傾向にあ

ります。このような背景から、近年は主要取引先においてグローバル車種の拡大や、製品・部品の共有化が進んでお

ります。 

この環境の下、需要変化に柔軟に対応する生産体制を整備する為、生産設備の汎用化を行い、より安定的な体制を

構築してきました。また、当連結会計年度に最終年度を迎える第11次中期経営計画における主要施策である地域特性

を活かした生産体質の構築とグローバルでの最適化を目的としたグローバルオペレーションの確立により、生産設備

の汎用化を展開することで、拠点間での柔軟な機種移管及び安定的な生産体制を進めております。 

更に平成20年度のリーマンショック以降抑えていた設備投資を前連結会計年度より本格的に再開しており、当連結

会計年度より本格稼動することによって有形固定資産は安定的な稼動並びに投資効果に対する長期安定的な貢献が見

込まれると考えられ、耐用年数にわたり均等償却による原価配分を行なうことが、有形固定資産の使用の実態をより

適切に反映できるため、減価償却方法を定額法に変更することが、合理的であると判断しました。 

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ10億６千６百万円増加しております。    

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

税金費用の計算 四半期連結財務諸表提出会社及び連結子会社は税金費用について、当第３四半期

連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算

しております。ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合

理性を欠く結果となる場合には、法定実効税率を使用する方法によっております。 

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めております。 
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保証債務 

(1) ホンダ住宅共済会会員である従業員の銀行借入について、本田技研工業㈱の保証に基づく求償権の履行に対

する債務を保証しております。  

  

(2) 震災持家融資制度を利用する四半期連結財務諸表提出会社及び連結子会社の従業員の銀行借入について債務

を保証しております。 

  

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は以下の

とおりであります。 

  

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

  配当金支払額 

  

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

  配当金支払額 

  

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成25年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

従業員 百万円 253 従業員 百万円 258

前連結会計年度 
（平成25年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

従業員 百万円 12 従業員 百万円 15

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日） 

現金及び預金 百万円 21,233 百万円 21,140

有価証券勘定のうち短期投資 百万円 － 百万円 8,600

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 百万円 △3,339 百万円 △1,428

現金及び現金同等物 百万円 17,894 百万円 28,311

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月22日 

定時株主総会 
普通株式  961  13 平成24年３月31日 平成24年６月25日 利益剰余金 

平成24年10月31日 

取締役会 
普通株式  1,035  14 平成24年９月30日 平成24年11月30日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
(百万円) 

１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成25年６月21日 

定時株主総会 
普通株式  1,035  14 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金 

平成25年10月31日

取締役会 
普通株式  1,109  15 平成25年９月30日 平成25年11月29日 利益剰余金 
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

 １.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

（注）１ 売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高であります。また、セグメント利益又は損失

（△）の調整額は、たな卸資産及び固定資産に関するセグメント間の内部利益消去額でありま

す。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。 

３ 株式会社ケーヒン・サーマル・テクノロジーグループ５社は、自動車空調用熱交換器事業として

日本で管理することとしたため、「日本」セグメントに含めております。  

  
   
       ２．報告セグメントの変更等に関する事項 

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

四半期連結財務諸表提出会社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平成24年４月１日以後

に取得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「日本」セグメント利益は141百万円

増加しております。 

  

 ３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報  

(単位：百万円) 

  

    ４．報告セグメントごとののれん等に関する情報 

（のれんの金額の重要な変更） 

 「アジア」セグメントにおいて、ケーヒンアジアバンコクカンパニー・リミテッドは、平成24年12月

28日に合弁パートナーであるパナルファオートモーティブ・プライベートリミテッドが所有しておりま

した持分を取得いたしました。なお、当該事象によるのれんの増加額は、当第３四半期連結累計期間に

おいては486百万円であります。 

  

（重要な負ののれん発生益） 

 「日本」セグメントにおいて、取得原価の配分の見直しにより、前連結会計年度に計上されておりま

した負ののれんの修正をいたしました。なお、当該事象による負ののれん発生益の計上額は、当第３四

半期連結累計期間においては420百万円ですが、報告セグメントごとのセグメント利益には、含まれて

おりません。 

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

報告セグメント 調整額 
(注１) 
(百万円) 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注２) 

（百万円）

日本 

（百万円） 

米州 

（百万円）

アジア 

（百万円）

中国 

（百万円）

欧州 

（百万円）

計 

（百万円） 

売上高    

外部顧客への売上高  72,924 64,072 50,689 26,039 4,704  218,431  －  218,431

セグメント間の 

内部売上高 
 52,004 1,218 4,791 2,569 153  60,737 ( ) 60,737  －

計  124,929 65,291 55,481 28,608 4,858  279,169 ( ) 60,737  218,431

セグメント利益 

又は損失（△）  
 2,157 △117 4,730 2,855 102  9,728  ( ) 1,176  8,551

日本 米州 アジア 中国 欧州 合計 

 54  － － －  －  54
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

 １.報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報  

（注）１ 売上高の調整額は、セグメント間の内部売上高であります。また、セグメント利益の調整額は、

たな卸資産及び固定資産に関するセグメント間の内部利益消去額であります。 

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益であります。 

３ 株式会社ケーヒン・サーマル・テクノロジーグループ５社は、自動車空調用熱交換器事業として

日本で管理しているため、「日本」セグメントに含めております。  
   

 ２．報告セグメントの変更等に関する事項 

（有形固定資産の減価償却方法の変更） 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）に記載のとおり、四半期連結財務

諸表提出会社及び一部の連結子会社は、第１四半期連結会計期間より、有形固定資産(リース資産を除

く)の減価償却方法を定率法(但し、建物及び金型については定額法)から定額法へ変更しております。 

これにより、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益は、「日本」で９億

６千１百万円、「アジア」で１億４百万円それぞれ増加しております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報  

(単位：百万円) 

  

  

報告セグメント 調整額 
(注１) 
(百万円) 

四半期連結
損益計算書
計上額 
(注２) 

（百万円）

日本 

（百万円） 

米州 

（百万円）

アジア 

（百万円）

中国 

（百万円）

欧州 

（百万円）

計 

（百万円） 

売上高    

外部顧客への売上高  72,516 87,243 58,765 33,407 3,785  255,718  －  255,718

セグメント間の 

内部売上高 
 60,094 1,849 8,377 3,876 228  74,425 ( ) 74,425  －

計  132,610 89,092 67,143 37,283 4,013  330,144 ( ) 74,425  255,718

セグメント利益   6,864 56 7,777 2,570 112  17,381 ( ) 2,793  14,587

日本 米州 アジア 中国 欧州 合計 

 47  － 49 －  －  96
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１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

  

該当事項はありません。  

（１株当たり情報）

    
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 円 銭 56 36 円 銭 87 83

（算定上の基礎）       

四半期純利益金額 (百万円)  4,168  6,496

普通株主に帰属しない金額 (百万円)  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額 (百万円)  4,168  6,496

普通株式の期中平均株式数 (千株)  73,961  73,960

（重要な後発事象）
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平成25年10月31日開催の取締役会において、平成25年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は

登録株式質権者に対して、次のとおり中間配当を行うことを決議し配当を行なっております。 

  

  

  

  

２【その他】

①中間配当金総額 

②１株当たり中間配当金 

③支払請求の効力発生日及び支払開始日 

1,109百万円

15円00銭

平成25年11月29日
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケーヒ

ンの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任  

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論  

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ケーヒン及び連結子会社の平成25年12月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

強調事項 

 会計方針の変更等に記載されているとおり、会社及び一部の連結子会社の有形固定資産（リース資産を除く）の減価

償却方法を、第１四半期連結会計期間より変更している。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 

  

利害関係  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  
  

以 上 
 

  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成26年２月７日 

株式会社ケーヒン 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 太 田 荘 一 ㊞ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 日 置 重 樹 ㊞ 

 (注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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